




























































































区分 2008年まで 2009-2010年 2011年以降
ⅠFRS選択企業(39社+㊨) - K-ⅠFRS(任意) K-IFRS(強制)
上場会社(1,632社)































































論 点 韓&=採択国際 会 計 基 準 終好投S.き 現行の基準(K-GAAf'1
主財務諸表 連結財務諸表 個別財務諸表
1001 財務諸表 財務状態表､包括損益計算書､資本変動表､ 貸借対照表＼損益計算書､利益剰余金処分計
キャッシュ.フロー計算書 算書､資本変動表､キャッシュ .フロー計算豊田
表示 (資本区分 .営業損益定義 .標準様式なし)
1027 連結範囲 50%以上株所有会社 30%以上株所有会社の最大株主
子会社に外務監査対象除外企業を含む 子会社から外務監査対象除外企業を除く
1012 外貨換算 機能通貨概念の導入 海外事業投資の貨幣性項目:当期損益
機能通貨 海外事業投資の貨幣性項目二資本調整
1036 減価償却 資産減損額を会計推定変更とし､前進法処理 会計政策の変更し､遡及法処理
1012 法人税 繰延法人税の一時的差異に平均税率を適用 繰延法人税の一時的差異に限界税率適用
1016 有形資産 公正価値による再評価を認める 公正価値による再評価を認めない
1019 退職給与 予測給与債務の概念採択､保険数理で測定 全職員の一時的退職を仮定して算出
1032 償還優先株 契約実質により金融負債または資本に分類 資本分類
1039 金融商品の 金融商品を包括的に分類し､金融負債も公正 派生商品は別途規定､有価証券は短期売買､
価値評価可能､リスクなど詳細な開示 売却可能､満期保有証券に分類
認識と測定
1040 投資不動産 別途の投資不動産表示(金融リスを含める)､公正価値評価可能､運用 リス不動産規定あり 賃貸:有形資産､時勢差益:投資不動産原価表示､




は､資産の減損に伴 う見積 り額を ｢会計政策の変更｣から ｢会計推定の変更｣ とし､それに伴う影
響は ｢遡及法｣から ｢前進法｣に変更 した｡
第四に､金融商品の表示､認識及測定は､資本 として分類 してきた償還優先株(K-IFRS1032)が
































第-は､1989年にピークとなったバブル経済が崩壊 し､その後 も ｢失われた10年｣ と言われるよ
うに長期的な経済の低迷がつづ く間､ これ らを克服するために橋本首相によって ｢金融ビクバン







































① 上場企業 3,900社 ⅠFRS 日本基準 監査義務あり
② 金商法開示企業 1,000社 日本基準






































固定資産の減損 簿価価額>割引キャッシュフロー総額 未定 (簿価>回収可能額)
開発費 発生時点費用化 検討 (一定要件場合に資産)
農業 なし 当面なし (農産物など規定)




る国際会計基準へのアドブションに向けた最近の状況 とその背景､現行基準 との差異などを検討 し
てきた｡IFRSの採択をめぐる国際的な圧力が最も著 しいなか､世界標準の高品質の会計基準を求












<表 8> lFRSのア ドブションに向けた韓国 と日本の戦略比較
日本 韓国
アドブシヨン ･バブル崩壊 ･ⅠMF金融危機国際的調和圧力 粉飾会計増加
の背景 ･世界第2位の巨大資本市場 ･会計信頼度 とコリア.ディスカウント回復
具体的な変化の契機 ･2006年同等性評価に対応するためのコン ･KASB､2006年まで25号に至る改正
バージュンス加速化(2007東京合意) 成果にも拘わらず､国際会計基準を使用しない国として判定
ⅠFRSの ･2009年､金融庁がⅠFRSロードマップ公表 ･2007年､ⅠFRSを翻訳 して自国基準 と
アドブシヨン ･ASBJ､25号の会計基準書を公表､ コン する韓国採択国際会計基準 (K-ⅠFRS)｣
Jh_旦 妄∃ バージュンス進行中 を公表
ⅠFRSの適用時期 ･2010年から上場企業の連結財務諸表に任 ･2011年からすべての上場企業の財務意適用､2012年をメドに強制適用 (2015 諸表作成に適用､
年以降)を検討 ･会計先進国TOP10入り目標
今後の取 り込み戦略 ･米国､EUと対等な立場で､ⅠFRS基準開 ･強い意思表明しているが､全体的に
状況で採択を決断 した とすれば､日本ではバブル経済の崩壊 と ｢失われた10年｣ のような金融危機






国際会計基準に従 う国 として評価を得 ることに失敗 し､2007年に IFRSをそのものを一括 して翻
訳 して自国基準 として採択する戦略を選択 したものと解される｡ ところが､日本では金融庁が2009
年に IFRSへのロー ドマップは提示 したものの､ASBJが同等性評価において問題になった内容を







2 なお､IFRSではこれまでにはなかった別途連結財務諸表 というを名称を使い､これは持分法を適用 しなかった場
合の個別財務諸表である｡
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<表 9> lFRSのア ドブションに向けた日本の国際対応会議構成と業務
委員会 委員長 事務局 主な業務
ⅠASB対応検討委員会 日本経団連 日本経団連 ⅠFRSの採用を前提にした重要な会計基準作り
企業会計部会長 ASBJ と戦略､具体的な行動検討
教育 .研究委員会 日本公認会計士協会専務理事 日本公認会計士協会 会計実務者を対象としたⅠFRSの教育 .研究
翻訳委員会 ASBJ委員 ASBJ 日本語版ⅠFRSの作成と翻訳体制の確立
個別財務諸表開示 日本経団連 日本経団連 個別基準のあり方と開示の簡略化の考え方を
検討委員会 経済基盤本部長 整理
























メンバー 任期 日本の参加者 (機関)
評議会 22名 3年 島崎憲明 (住友商事)､藤沼亜起 (元日本公認会計士協会会長)
ⅠASB 14名 5年 山田辰己 (公認会計士)
SAC 40名 3年 八木良樹 (日立製作所)､辻山栄子 (早稲田大学)






























- (2010)｢日本式会計モデルの構築 とパラダイム変化｣韓 日経商論集 (韓国経商学会)､第49券
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